
人材紹介サービスに関する契約書

相手方会社名（以下「甲」という）は、株式会社スライストーン （以下「乙」という）が提供する人材紹

介サービス（以下「当該サービス」という）に関して下記の通り契約を締結します。

第１条(当該サービスの内容)
1.当該サービスとは、甲が職業安定法第5条の3第2項に定める労働条件およびその他の希望条
件(以下、総称して「求人条件」といいます。)ごとに、求人条件を明示する文書(以下、「求人票」)
を書面または電子メールにて乙に明示し、乙は求人票に基づき甲の求める人材の探索及びスカ

ウトと甲への推薦をするサービスを言います。

2.当該サービスが対象とする雇用形態としては雇用契約だけでなく、委任契約、準委任契約、請
負契約その他これに準ずる契約に関する求人についても、本契約事項を準用して適用するものと

します。

3.乙は、求人条件に適合可能性がある人材(以下「候補者」といいます。)のうち、甲の求人に応募
する意思があり、かつ、甲の社風等求人条件以外の条件を加味して乙が適切と判断した人材を、

甲に対して紹介します(以下、甲に紹介した人材を「応募者」といいます。)。

第２条（契約期間）

1.当該サービスは契約締結より1年間有効とします。ただし、契約満了の1ヶ月前までに、甲及び
乙いずれか一方による契約終了の申し出が無い場合には、さらに1年契約期間を更新するものと
し、以降もまた同様とします。

2.応募者の紹介後に、本契約内容の全部もしくは一部が変更された場合、または本契約が終了し
た場合であ っても、当該応募者については紹介時において有効であった契約条件が適用される

ものとします。

第３条(料金)
1.当該サービスの利用により、乙が甲に紹介した応募者を甲が採用する事を決定し現実に入社し
た場合、当該サービスの料金として甲は理論年収の30%および消費税を応募者が入社した月の
月末締め翌月末日までに乙に支払うものとします。

2. 1の「理論年収」とは、月額給与 12 ヶ月分に前年度の甲の支給実績に基づく採用予定の応募
者の想定賞与額を合算した額(租税および社会保険料等控除前の金額をいう。)をいい、これに
は、雇用契約締結時点で予定される付加支給額として算定可能な諸手当等を含み、超過勤務手

当および通勤手当は含まないものとします。

3.乙が紹介した応募者が入社した後、次の期間内に自己都合により退社した時または自己の責
めに帰すべき事由による解雇をされた時は、乙はその期間に応じ次の割合により、支払われた報

酬を応募者の退職日より起算して1ヶ月以内に甲に返還するものとします。(1ヶ月以内料金の80%
、2ヶ月以内料金の50%、3ヶ月以内料金の30%)

第４条（採用選考について）

1.甲は、乙が紹介した応募者を自ら選考のうえ、適当と認めた場合には、甲の責任において当該
応募者を労働者として採用します。この際、乙は甲に採用選考について適宜必要なアドバイスを

行い、その他の支援を行います。



2.甲は、第１項に基づき応募者の採用を決定した場合、乙に対して、直ちに採用を決定した事実
および理論年収の額を確認する文書を書面または電子メールを利用する方法により交付します。

第５条（甲の義務について）

1.甲は、乙が応募者を紹介した後に、当該応募者について他の手段により応募があった場合に
は、乙の紹介による応募を優先して取り扱います。また、甲は、乙が紹介した応募者について、既

に他の手段により応募があった場合には、直ちに乙にその旨通知します。

2.甲は、乙が応募者を紹介した日より1年間は、当該応募者の選考が終了した後であっても、紹介
を受けた応募者と直接連絡を取る場合には事前に乙に対してその旨通知するものとします。

第６条（労働条件の確認について ）

1.甲は、応募者の採用を決定した場合には、当該応募者に対して、労働基準法第15条に基づく

労働条件明示書面を甲の責任において交付し、甲および当該応募者との間で雇用契約を締結し

ます。

第７条（差別的取扱いの禁止について）

甲は、乙が紹介した応募者を年齢、性別その他属性により 差別的に取り扱いをしないことを第4条
に定める採用選考の際に順守します。

第８条（応募者の併願について）

甲は、乙が紹介した応募者が、他企業の求人に応募する場合があることを確認します。

第９条（応募書類の作成責任について）

甲は、キャリアシート・職務経歴書その他の応募書類は、当該応募者の責任において作成するも

のであることを確認します。

第１０条（個人情報の取扱いについて）

1.乙は、甲が応募者を選考するにあたって必要と認められる限度において、応募者の氏名、職務
経歴等の個人情報(以下「個人情報」といいます。)を甲に対して開示・提供します。ただし、乙は、
応募者の病歴、併願状況などの求人条件に何ら関連のない個人情報については、当該応募者

の事前の承諾を得ない限り、甲に対して開示・提供しません。

2.甲は、第１項に基づき乙より提供された応募者(採用に至らなかった者も含みます。)の個人情報
を、善良なる管理者の注意をもって秘密として厳重に管理し、採用選考の目的の範囲内で利用

するものとし、本契約期間中および契約期間終了後も、採用選考に直接関与する部門の甲の役

職員以外の第三者に開示または漏洩しません。

3.甲は、応募者の採用選考業務の全部または一部を第三者に委託する場合は、事前にその旨
を乙に通知します。この場合、甲は、当該第三者の行為について責任を負うものとします。

第１１条（求人条件等の開示・公開について ）



甲は、事前に開示・公開を希望しない旨を指定した場合を除いて、甲が求人票に記載した求人条

件および一般的に公開されている甲の企業情報を、乙が候補者を募集するために乙が運営、提

供または指定するインターネットウェブサイト等において開示・公開することに同意します。

第１２条（業務提携先への情報開示について）

乙は、乙と業務提携関係にある人材紹介会社に対し、求人票や会社案内など、甲より入手した情

報を開示・提供する場合があります。その際には乙の責任のもと、当該人材紹介会社に本契約に

おいて乙が負う義務と同様の義務を課し、当該義務を遵守するよう、誠意をもって監督します。乙

は、当該人材紹介会社の行為について一切の責任を負います。

第１３条（候補者への開示・提供について）

乙は、甲の企業情報のうち、次に定める情報について、候補者に対して開示・提供することができ

ます。ただし、甲が提供する情報のうち、甲が候補者に対して開示・提供を希望しない旨を事前に

指定した情報については、この限りではありません。

(1)求人票のほか、甲から提供された情報
(2)乙が独自に収集した情報

第１４条（守秘義務について ）

甲および乙は、本契約に基づき受領しまたは開示を受けた秘密情報を、甲乙間で締結した2023
年●月●日付「秘密保持契約書」に従い取り扱うものとします。

第１５条（違約金について ）

甲は、応募者を採用したにもかかわらず第３条に定める料金を支払わなかった場合、または料金

の一部の支払いを不当に免れた場合は、支払うべき料金に加えて、違約金として料金の2倍に相
当する額を乙に支払うものとします。なお違約金の算定に理論年収の額が必要となる場合であっ

て、甲が当該理論年収の額を明らかにしないときは、厚生労働省の「毎月勤労統計調査」におけ

る給与額および賞与額により算出した年収を理論年収の額とみなします。

第１６条（損害賠償）

甲及び乙は、自己の責に帰すべき事由により相手方に損害を与えた場合は、直接かつ現実の損

害に限り相手方に対してその損害を賠償する責を負うものとします。

第１７条（解除について）

甲および乙は、相手方が本契約に違反した場合や本契約を継続し難いと認められる事由が相手

方に生じた場合には、本契約期間中においても、事前に相手方にその旨通知することにより、本

契約を解除する ことができます。

第１８条(反社会的勢力の排除)
1.甲および乙は、自己またはその代表者、役員または性質的に経営を支配する者が次の各号の
一に該当した場合、何らの催告を要さずに、本契約を解除することができます



(1)暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力
（以下、まとめて「反社会的勢力」という）に属すると認められるとき

(2)反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき
(3)反社会的勢力を利用していると認められるとき
(4)反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると
認められるとき

(5)反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
(6)自らまたは第三者を利用して、相手方または相手方の関係者に対し、詐術、暴力的行
為、または脅迫的言辞を用いたとき

2.甲および乙が自ら1の規定により本契約を解除した場合には、相手方に損害が生じても何らこ
れを賠償ないし補償することは要しません。

3.甲および乙が自ら1の規定により解除を行ったことにより自分側に損害が生じたときは、相手方
にその損害の賠償ないし補償を求めることができます。

第１９条（合意管轄）
本契約に関して生じた一切の甲乙間の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合
意管轄裁判所とします。

第２０条（協議）
本契約に定めのない事項または本契約の各条項の解釈に疑義が生じた事項については、甲及
び乙は信義誠実の原則に従い、協議の上解決を図るものとします。

以上の証として、本書2通作成の上甲乙記名押印し各1通を保有するものとします。

2023年X月X日

甲：ご住所
　個人/会社名
　代表者役職及び氏名

乙：東京都渋谷区道玄坂二丁目15番１号ノア道玄坂317
　　株式会社スライストーン
　　代表取締役　白石久彦


